
独立行政法人等の中（長）期目標の策定について
○ 独立行政法人制度は、主務大臣が独立行政法人の業務運営の目標を策定し、その下で各独立行政法人の責任により業務を実
施する仕組み。主務大臣は、独立行政法人の業務の実績を「評価」して、次期の目標等に反映。

○ 独立行政法人評価制度委員会（以下「委員会」という。）は、主務大臣が策定する独立行政法人の中（長）期目標案や主務
大臣が実施する独立行政法人の業務実績評価について、第三者機関としての立場から点検を実施している。

○ 委員会は、本年４月８日に決定した「独立行政法人評価制度の運用に関する基本的考え方」（参考１）及び「独立行政法人
の業務管理及び内部管理について」（参考２）を踏まえ、令和４年度末に中（長）期目標期間が終了する法人（以下「令和４
年度見直し対象法人」という。）について、主務省や独立行政法人の長等と、法人の使命、直面する課題、取り巻く環境の変化につ
いて幅広く議論を行いつつ、調査審議を実施してきた。

○ 調査審議の結果、主務大臣において令和４年度見直し対象法人の次期中（長）期目標に盛り込むことを検討いただきたい点
（留意事項）等を、「独立行政法人等の中（長）期目標の策定について」として取りまとめた。

【農林水産省】
農畜産業振興機構
農業者年金基金
農林漁業信用基金

【経済産業省】
☆新エネルギー・産業技術総合開発機構
日本貿易振興機構
情報処理推進機構
エネルギー・金属鉱物資源機構

【国土交通省】
☆海上・港湾・航空技術研究所
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
国際観光振興機構
空港周辺整備機構

【内閣府】
北方領土問題対策協会

【消費者庁】
国民生活センター

【文部科学省】
☆物質・材料研究機構
☆防災科学技術研究所
☆量子科学技術研究開発機構
日本学術振興会
日本スポーツ振興センター
日本芸術文化振興会
日本私立学校振興・共済事業団（※）

【厚生労働省】
勤労者退職金共済機構
高齢・障害・求職者雇用支援機構
福祉医療機構
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

令和４年度見直し対象法人（24法人）

別紙１

※独立行政法人ではないが、日本私立学校振興・共済事業団法により、助成
業務について委員会が点検することとされている。

無印は中期目標管理法人
☆印は国立研究開発法人



「独立行政法人評価制度の運用に関する基本的考え方」について

（ねらい）
○ 独立行政法人評価制度委員会が行う点検等の基本的視座と、委員会が期待する独立行政法人の業務
運営や主務大臣のガバナンスの在り方、今後の委員会の取組の方向性を明らかにすることにより、法
人及び主務大臣によるPDCＡサイクルを効果的に促進し、法人の政策実施機能の最大化を目指す。

（委員会の調査審議における３つの基本的視座）

① 府省・法人横断的に求めら
れる対応の促進

① 行政組織の縦割りを超えた横
断的連携、環境変化への対応

これらを通じて、独立行政法人が、社会からの信頼を基盤に、将来にわたり、国民全
体へ貢献する機関として、サービスや研究開発成果を向上させていくことを目指す。

（今後の取組の方向性）
 民間の組織・業務運営の新しい考え方を取り入れた、独立行政法人の業務管理・内部管理の今後の方向性の提示
 法人の将来像の反映、マネジメント・内部統制の改善、国民への情報提供など評価ごとの特性の発揮
 法人の業務改善や研究開発成果の社会実装等に資する優れた取組の横断的な情報共有、国内外の同種機関との比

較など新たな評価手法の研究 等

（期待される効果）

② 主務大臣と法人のコミュニ
ケーションの促進

③ 各法人の組織運営の改善
促進

② 上意下達の機関ではない将
来像を持った法人経営の実現

③ 民間等の優れた知見の導入に
よる高いパフォーマンスの発揮
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「独立行政法人の業務管理及び内部管理について」（概要）

○ 独立行政法人評価制度委員会（以下「委員会」という。）は、「独立行政法人評価制度の運用
に関する基本的な考え方」（令和４年４月８日委員会決定）に基づき、独立行政法人（以下
「法人」という。）の業務管理及び内部管理の共通的な方向性をとりまとめた。

○ 委員会は、主務大臣には、法人の将来像及び目指すべき具体的な成果についての認識を法人と
の間で共有するため、法人の長等と十分な意思疎通を図るとともに、特に以下の点に留意して目標
策定や評価等を実施することを期待する。

○ 独立行政法人においても、以下の点の趣旨に留意して業務運営の見直し・改善等を行うことを期
待する。

業務の効率化や新たな価値実現に
つながるデジタル対応

法人の業務運営を支える人材の確保・
育成及びその取組を通じた社会への貢献

強みを活かして弱みを補い合う関係機関
との有機的な連携

限られた資源を最大限活用するための
資源配分の重点化（メリハリ付け）

【特に留意すべき点】

参考２
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